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１ 実施の目的 

本市の公共施設予約システムは、平成２４年度に運用を開始し、１２年目を

迎えたところである。 

この度、公共施設予約システムを更改するとともに、オンライン本人認証、

オンライン決済、スマートロックの導入等により、公共施設利用者の更なる利

便性向上、新規利用者数増加、施設稼働率向上及び市の業務効率化を図るため、

公募型プロポーザル方式により、提案を求めるものである。 

 

２ 事業の概要 

⑴ 事業名 

新座市公共施設予約システム更改事業 

⑵ 事業内容 

別紙１「基本仕様書」のとおり 

⑶ 事業期間 

契約締結日は令和７年度となる。なお、使用契約の始期は以下のとおり予

定しているが、提案者は、システム構築、システム移行に伴う運用調整、施

設利用者への周知等に要する期間を踏まえ、発注者及び施設利用者に大きな

負担が生じないスケジュールを提案し、発注者と協議の上決定するものとす

る。 

ア 委託契約 契約締結日から令和８年３月３１日まで 

 イ 使用契約 令和７年１０月１日（予定）から令和８年３月３１日まで 

※ 以後、業務履行実績が良好な場合、原則として同じ使用料で年度ごとに

契約を締結する想定 

 

３ 提案限度額（税込み） 

⑴ 総額費用 １１６,９１０,０００円 

 【内訳】    

初期費用  ６２,８００,０００円 

運用費用  ５４,１１０,０００円 

 ⑵ 見積条件 

ア 見積額の運用費用は６０か月分として算出すること。 

イ 公共施設予約システムのほか、外部関連システム（オンライン本人認証、

オンライン決済システム及びスマートロックシステム）の調達、構築、シ

ステム間連携、運用保守等の費用を含めること。 
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 ⑶ 留意事項 

ア 本事業は、令和７年度当初予算が新座市議会において議決されることを

条件とする。 

イ 外部関連システムは、必要に応じ、各システム提供事業者と個別に契約

する。 

 

４ 参加資格 

 ⑴ 新座市の令和５・６年度における入札参加資格登録業者名簿に登載されて

いる者であること。 

 ⑵ 地方自治法施行令（昭和２２年政令第１６号）第１６７条の４に規定する

者に該当しないこと。 

 ⑶ 告示日から選定までの間において、新座市の契約に係る入札参加停止等の

措置要領(平成２１年４月９日市長決裁)による入札参加停止措置又は新座市

の契約に係る暴力団排除措置要領 (平成２１年６月１日市長決裁)に基づく

入札参加除外措置を受けていない者であること。 

⑷ 次に掲げる項目のいずれかに該当しない者であること。 

ア 暴力団(暴力団員による不当な行為の防止等に関する法律(平成３年法律

第７７号)第２条第２号に規定する暴力団をいう。以下同じ。) 

イ 暴力団又はその構成員(暴力団の構成団体の構成員を含む。以下同じ。) 

若しくは暴力団の構成員でなくなった日から５年を経過しない者(以下「暴

力団の構成員等」という。)の統制の下にある者 

ウ その役員(非常勤を含む。)及び経営に事実上参加している者が暴力団の

構成員等である者 

⑸ 民事再生法(平成１１年法律第２２５号)に基づく再生手続開始の申立て

がなされていない者(再生手続開始の決定を受けた者を除く。)であること。 

 ⑹ 会社更生法(平成１４年法律第１５４号)に基づく更生手続開始の申立てが

なされていない者(更生手続開始の決定を受けた者を除く。)であること。 

⑺ 法人税並びに消費税及び地方消費税を滞納していない者であること。 

⑻ 情報セキュリティに係る以下のいずれかの条件を満たすこと。 

 ア 情報セキュリティ実施基準である「ＪＩＳ Ｑ ２７００１」又は  

「ＩＳＯ／ＩＥＣ２７００１」（ＩＳＭＳ）の認証を有していること。 

イ 一般財団法人日本情報経済社会推進協会のプライバシーマーク制度の認

定を受けていること。 

⑼ 過去２年以内に、地方公共団体において、提案予定の公共施設予約システ
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ムの導入実績を有していること。 

 

 

５ 参加申込方法 

 ⑴ 提出書類等 

提出書類 提出部数 提出方法 

参加申込書（様式１） 

紙媒体各１部及び電子

データ 

持参又は郵送 

電子データは、ＣＤ－

Ｒ、ＤＶＤ－Ｒ又は電子

メール 

誓約書（様式２） 

本実施要領４⑻を証す

る書類 

導入実績表（様式３） 

 ⑵ 参加申込期間 

   令和６年１０月２５日（金）～令和６年１１月５日（火） 

   持参提出の受付時間は、土曜日、日曜日、祝日を除く午前９時から午後５

時までとする。また、郵送提出の場合は、期限内に必着とする。 

 ⑶ 参加申込先 

   新座市総務部情報システム課 

   住 所 埼玉県新座市野火止一丁目１番１号 

   電 話 ０４８－４２４－９１６３ 

   メール jyouhou@city.niiza.lg.jp 

 

６ 参加資格の審査及び結果の通知 

  参加申込をした事業者の参加資格を審査し、審査結果を全員に対して令和６

年１１月６日（水）頃までに参加資格審査結果通知書により通知する。 

 

７ 企画提案書等の提出書類 

⑴ 提出書類等  

提出書類 提出部数 提出方法 

企画提案書（任意様式） 

紙媒体各６部及び電子

データ 

持参又は郵送 

電子データは、ＣＤ－

Ｒ、ＤＶＤ－Ｒ又は電子

メール 

構築スケジュール（任意

様式） 

機能要件等確認表（様式

４） 
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見積書（様式５）※２ 紙 媒 体 １ 部 及 び 電 子 

データ 

※１ 提出書類は、別紙「企画提案書等作成要領」に基づき作成すること。 

※２ 見積書（様式５）については、代表者印の押印が必要であることに留意

すること。 

⑵ 提出期限  

令和６年１１月２５日（月）まで 

⑶ 提出先  

５⑶の参加申込先と同じ 

 

８ 審査方法 

⑴ 審査者 

新座市公共施設予約システム更改事業公募型プロポーザル審査部会（以下

「審査部会」という。）を設置し、企画提案書等の審査を行う。 

⑵ 審査 

 ア 第１次審査（書類審査） 

   提出された導入実績表（様式３）、機能要件等確認表（様式４）及び見積

書（様式５）を審査し、高い得点を得た順に、上位３事業者（予定）まで

を第２次審査の対象とする。 

第１次審査の結果及び第２次審査の日時は、令和６年１１月２９日（金）

頃までに、電子メールにより通知する。 

  イ 第２次審査（企画提案書プレゼンテーション及びデモンストレーション

審査） 

第１次審査により選考された者に対し、企画提案書についてのプレゼン

テーション及び提案するシステムのデモンストレーションを依頼し、審査

する。 第１次審査及び第２次審査の結果を合計し、最高得点を挙げた事業

者を優先交渉権者とする。 

第２次審査の結果は、令和７年１月上旬に、電子メール及び書面により

通知する。 

 ⑶ 審査基準 

① 審査の項目及び配点は、下表のとおりとする。 

審査段階 審査項目 配点 

第１次審査 導入実績表（様式３） １０ 
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② 審査合計点が同点の場合は、審査部会の多数決により優先交渉権者を決

定する。 

 

９ 質疑 

質問事項は、該当箇所を明示の上、記載すること。様式は、自由様式とし、

次の期限内に提出すること。なお質問の回答事項については、本プロポーザル

に係る資料の追加又は修正とみなす。 

⑴ 提出期限 令和６年１１月１５日（金）午後５時まで 

⑵ 質問方法 ５⑶の参加申込先に記載の電子メールアドレス宛てに送付後、

担当者に到達確認を行うこと。 

⑶ 回答日時 令和６年１１月２０日（水）頃 

⑷ 回答方法 プロポーザル参加全業者へ電子メールにて回答 

なお、上記提出期限後の追加質問や、本市による回答後の再質問の受付は

行わない。再質問が発生しないよう、参加業者は必要とする情報が明確に分

かるような質問を行うこと。 

 

１０ 日程 

機能要件等確認表（様式４） １５０ 

見積書（価格）（様式５） １００ 

第２次審査 

企画提案書（任意様式）及び 

プレゼンテーション 
１９０ 

デモンストレーション ５０ 

合計 第１次及び第２次審査の合計 ５００ 

実施内容 実施期日 

プロポーザル実施要領公表 令和６年１０月２５日（金） 

参加申込書の受付 令和６年１０月２５日（金）から 

令和６年１１月５日（火）まで 

参加資格審査結果通知 令和６年１１月６日（水）頃 

質疑受付 令和６年１０月２５日（金）から 

令和６年１１月１５日（金）まで 

質疑に対する回答 令和６年１１月２０日（水）頃 

企画提案書等の受付 参加資格審査結果通知日から 
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１１ 契約 

  選定された事業者（優先交渉権者）は、本市との間で契約締結の条件等に関

する協議の上、仕様書を確定し、契約を締結する。なお、本市との協議が整わ

ない場合は、原則として次点事業者と協議を行う。 

  また、受託の辞退等により新座市に損害が生じた場合は、その費用を請求す

る場合がある。 

 

１２ 失格事項 

  次の各号いずれかに該当する場合は、失格とする。 

 ⑴ 提出書類が各提出期限までに提出されなかった場合 

 ⑵ 提出書類に虚偽の記載があった場合 

 ⑶ 審査の公平性を害する行為があった場合 

 ⑷ 第２次審査に出席しなかった場合 

 

１３ その他 

⑴ 提案する事業者が１者のみの場合においても、評価を行うものとする。 

⑵ 参加申込書の提出以後、参加を辞退する場合は令和６年１１月２０日（水）

までに、辞退届（様式自由）を電子メール又は直接持参により提出すること。

メールによる提出の場合は、送付後、担当者に到達確認を行うこと。 

⑶ 本プロポーザルに要した費用は、提案者の負担とする。 

⑷ 様式の改ざんや、提出した提案書等について虚偽の記載をした場合及び期

限を過ぎて提出された場合は、失格とする。 

⑸ 提出書類は選定以外に使用しないものとする。 

⑹ 提出書類は返却しない。 

⑺ 審査結果について、異議申立ては一切受け付けない。 

⑻ 本提案に係る情報公開請求があった場合は、新座市情報公開条例に基づき、

令和６年１１月２５日（月）まで 

第１次審査結果通知 令和６年１１月２９日（金）頃 

第２次審査（プレゼンテーション

及びデモンストレーション） 

令和６年１２月１７日（火）～ 

１９日（木）のいずれか 

第２次審査結果通知 令和７年１月上旬 

契約締結 令和７年４月上旬 
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提出書類を公開する場合がある。 

 

１４ 連絡先 

〒３５２－８６２３ 埼玉県新座市野火止一丁目１番１号 

新座市総務部情報システム課 

担当 藤本・小川 

電話 ０４８－４２４－９１６３（直通） 

電子メール jyouhou@city.niiza.lg.jp 


